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指定公共機関としての原⼦⼒災害時⽀援
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 原⼦⼒緊急時には、東京と現地に各対策本部が設置されます。
 原⼦⼒機構は、NEATから各対策本部へ専⾨家の派遣、技術的⽀援を⾏います。

原⼦⼒機構は、災害対策基本法、武⼒攻撃事態対処法に基づく指定公共機関

原⼦⼒災害
合同対策協議会

原⼦⼒緊急時⽀援・研修センター
（Nuclear Emergency  Assistance and 

Training Center）
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福島原⼦⼒発電所事故への対応
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平成23年3⽉11⽇の専⾨家派遣（第１陣）

電話相談窓⼝の設置

3⽉12⽇ 午前1：54 NEAT出発
百⾥基地から⾃衛隊輸送ヘリでオフサイトセンター
（⼤熊町）に移動

サーベイ＆サンプリング活動

全⾝カウンタ⾞（WBC）
・3/16 福島県⽴医⼤に配置
・3/21 東電⼩名浜コールセンター配置

⾝体洗浄⾞、体表⾯測定⾞
・3/16 福島県⽴医⼤に配置

百⾥基地からヘリコプターで移動

電話相談の様⼦
（NEAT内）

34,581件の問い合わせ
（平成23年3⽉17⽇〜平成24年9⽉18⽇）

電話相談内容の割合
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福島の現状
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H23.4.12 〜 4.16

H29.4.20 〜 7.5

※福島県 「ふくしま復興のあゆみ（第23版）」 をもとに作成

福島県全域の空間線量率マップ

3.0 以上0.0〜0.1
推定値（μSv/h）

福島県の避難者数の推移（⾃主避難者含む）
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H24.5 H25.5 H26.5 H27.5 H28.5 H29.5 H30.9

平成24年5⽉
164,865 ⼈

平成30年9⽉
43,786 ⼈

※福島県 「ふくしま復興のあゆみ（第23版）」 及び最新の被害状況即報（2018.10.5）をもとに作成

避難指⽰区域の推移
2017.4.1〜

20 km

福島第⼀
原⼦⼒発電所

帰還困難区域

居住制限区域

避難指⽰解除
準備区域

2013.8.7

経済産業省 ｢これまでの避難指⽰等に関するお知らせ｣（2013年8⽉7⽇及び平成29年4⽉1⽇時点）をもとに作成
（http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/hinan_history.html）
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福島研究開発部⾨の取り組み
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業務の⽅針（中⻑期計画の抜粋）
福島第⼀原⼦⼒発電所（1F）事故により、同発電所の廃⽌措置や環境回復等、世界にも前例のない困難な課題が⼭積し
ており、これらの解決のための研究開発の重要性は極めて⾼い。このため、⼈的資源や研究施設を最⼤限に活⽤しなが
ら、エネルギー基本計画等の国の⽅針や社会のニーズ等を踏まえ、廃⽌措置や環境回復等に係る研究開発を確実に実施
するとともに、研究開発基盤を構築する。

研究開発基盤の構築
 産学官による研究開発と⼈材育成を⼀

体的に推進
 楢葉遠隔技術開発センター､廃炉国際

共同研究センター国際共同研究棟の運
⽤継続

 放射性物質の分析・研究施設（⼤熊分
析・研究センター）の施設管理棟の運
⽤開始、第1棟と第2棟の整備

環境回復に係る研究開発
 福島復興再⽣基本⽅針
 環境モニタリング・マッピングに関する

技術開発
 環境動態に係る研究
 除染・減容に係る技術開発
 福島県環境創造センターでの連携協⼒

廃⽌措置等に向けた研究開発
○中⻑期ロードマップに基づく研究開発
○現場ニーズを踏まえた基礎基盤研究開発
 燃料デブリの取り扱い
 放射性廃棄物の処理処分
 事故進展シナリオ解明
 遠隔操作技術 等



環境回復に向けた取組み（研究開発）
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 除染モデル実証事業(2011年9⽉〜2012年6⽉)
 除染効果評価システム（RESET）の開発
 国・⾃治体での除染効果の評価及び将来の空間線量

率の低減予測に利⽤
 セシウムの粘⼟鉱物への吸脱着機構の解明

除染・減容に係る技術開発

除染効果評価システム（RESET）

 森林から河川、ダム、河⼝域へと⾄る放
射性セシウムの移動と蓄積の調査・評価
（請⼾川、熊川、富岡川、⽊⼾川等浜通
りの８河川流域）

環境動態に係る研究（福島⻑期環境動態研究）

 遠隔モニタリング技術の開発
 １F上空からの無⼈ヘリ測定による空間線量

率分布の評価（国交省が⾶⾏禁⽌区域を解除）

 農業⽤ため池⽔底のセシウム分布測定技術*

開発と技術移転（⽔⼟⾥ネット福島と技術指導契約）

除染前 除染後

ため池⽔底
の測定例

*プラスチックシンチレーションファイバの活⽤

1F上空からの測定

環境モニタリング・マッピングに係る技術開発
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福島⻑期環境動態研究（2012年11⽉〜）

成果の例①：河川からの年間流出量
年間流出量については、⼤⾬時の懸濁態の

移動が⽀配的であるものの、流域の総沈着量
（370,000 GBq）の0.1〜0.3%程度

H26年 H27年 H28年 H29年

溶存態137Cs 29 GBq 36 GBq 31 GBq 22 GBq

懸濁態137Cs 100 GBq 190 GBq 96 GBq 76 GBq

H26年 H27年 H28年 H29年

溶存態137Cs 17 GBq 22 GBq 19 GBq 18 GBq

懸濁態137Cs 230 GBq 1000 GBq 320 GBq 348 GBq

H26年 380 GBq

H27年 1300 GBq

H28年 470 GBq

H29年 460 GBq

＊ H 2 7 年 は ９ ⽉ の 関 東 ・ 東 北
豪 ⾬ の 影 響 で 流 出 量 が 増 加

海洋への137Cs流出量

放射性セシウムの環境中での挙動について、綿密な調査をもとに得られたデータを公開
することによって、帰還住⺠への安全安⼼の醸成及び住⺠帰還の促進に貢献

H29年春季
137Cs濃度

(Bq/L)

年4回観測

成果の例②：⽔系中の溶存態セシウムの挙動
渓流⽔での溶存態セシウムの測定結果から、濃度は

低い（飲料⽔基準を⼗分下回る）ものの沈着量の⼤き
い流域で増加することを確認しており、今後の時間変
化を把握していく

請⼾
川

⾼瀬川

0.15

0.16
0.15 0.12

0.06

0.10

0.15

0.02

0.030.03
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環境モニタリング・マッピングに係る技術開発

軽量型コンプトンカメラとステレオカメラ
によるリアルタイム計測により3次元放射線
分布を可視化する技術の開発

放射線の相対強度：⻩⾊＞⻩緑＞⽔⾊）
⾚線は測定経路

環境モニタリング・マッピング技術に係る研究開発により、避難指⽰解除や除染範囲
の決定に必要となる信頼性の⾼い情報を住⺠や規制庁等へ提供
成果について国際学術雑誌で特集が組まれる等、諸外国における福島の環境回復の現

状の理解促進に貢献

無⼈ヘリで測定したγ線スペクトル情報か
ら⼟壌中における放射性セシウムの深度を
推定する⼿法の開発



国・⾃治体への協⼒
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除染特別地域及び除染実施区域への協⼒・⽀援
①除染特別地域

環境省への協⼒・⽀援
除染作業の⽴会・技術指導
除染試験、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

等の実施及び評価⽀援等

②除染実施区域
各市町村への協⼒・⽀援
除染活動の⽀援・協⼒・技術相談等
仮置場設置に係る技術指導等

平成30年3⽉末現在：合計約4,000件実施

コミュニケーション・原⼦⼒⼈材育成活動
 放射線に関するご質問に答える会

 ⽂部科学省国際原⼦⼒⼈材育成イニシアティブ
 福島県除染推進のためのリスクコミュニケーション事業
 連携協定による⼈材育成事業 等

平成30年3⽉末までに254ヶ所で開催、約22,000⼈参加

県⺠健康管理調査
 県⺠健康管理調査（内部被ばく検査）の⽴案、

検査と結果の評価、その他問い合わせ対応
平成23年7⽉11⽇〜30年3⽉31⽇ までに、
約91,600⼈（⼦供約71,200⼈、⼤⼈約20,400⼈）測定



今後の取り組み 〜帰還困難区域の復興に向けて〜
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 無⼈ヘリによる詳細な放射線測定
区域内のきめ細かな放射線量マップの提⽰

 ⼤気浮遊塵（ダスト）の採取、分析、評価
内部被ばくへの懸念に対する科学的な根拠の提⽰

 活動パターンごとの被ばく線量評価
外部・内部被ばく線量評価結果の提⽰

これまでに得られた知⾒や技術を活⽤し、
○帰還困難区避の避難指⽰解除に向けた科学的な情報を国や⾃治体等に提供し、

復旧・復興に貢献
○環境回復の現場で開発した技術等により廃炉の推進に貢献

詳
細
化

⾼⾼度の測定ではマップ上に表⽰されない
屋敷林の線量等が表現できる

80m⾼度 (原⼦⼒規制庁から受託) 20m⾼度(例)
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航空機モニタリングの原⼦⼒防災への適⽤

15

平常時の活動として、全国の発電所周辺のバックグラウンド（BG）モニタリング
 発電所周辺のフライトにおけるフライト条件の最適化等の技術的課題抽出
 微少な放射線変化をとらえるため、正確なBGの把握
 技術の維持、⾼精度化（地形効果の補正、積雪時の補正、ラドンの影響除去等の検討）

緊急時航空機モニタリング⽀援体制の整備

緊急時航空機モニタリングの実動訓練

平成28年度：規制庁、防衛省と連携した緊急時モ
ニタリング実証訓練を実施

平成29年度：原⼦⼒総合防災訓練（⽞海地域）で
航空機モニタリングを初めて実施

平成30年度：原⼦⼒総合防災訓練（福井地域）に
おいて航空機モニタリングを実施

平成27年度：川内原⼦⼒発電所周辺
平成28年度：⼤飯・⾼浜、伊⽅原⼦⼒発電所周辺
平成29年度：泊、⽞海、柏崎刈⽻原⼦⼒発電所周辺
平成30年度：浜岡、島根原⼦⼒発電所周辺を対象

（原⼦⼒規制庁からの受託事業で実施中）



マッピング技術の原⼦⼒防災への展開

空間線量率分布等の詳細マップを作成するためのモニタリングを継続するとともに、
データの統合化など、原⼦⼒防災への展開を推進中

南相馬市内における空間線量率測定例

各点：モニタリン
グポスト、定点測
定等

歩⾏サーベイエリア

⾛⾏サーベイ線
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＋ ＋

歩行サーベイデータ 走行サーベイデータ 航空機サーベイデータ 統合マップ

統合マップの作成⽅法の検討

歩⾏サーベイ
（⽣活環境で連続測定）

定点測定
（かく乱のない平坦地）

⾛⾏サーベイ
（道路上で連続測定）

航空機モニタリング



原⼦⼒防災に関する研究・技術開発
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1F事故を教訓とした原⼦⼒防災の強化、原⼦⼒災害時の対策の実効性向上
のため研究、技術開発を進め、技術基準の策定等を⽀援

【防護対策の実施範囲の評価】
事故影響評価解析を⾏い、地域防災計画に必要な
距離に応じた実効線量の確率分布を評価

モデルサイトを対象とした格納容器破損シナリオについ
ての評価例（実効線量、甲状腺線量とも、IAEAの基準
を下回る）

【屋内退避の有効性の評価】
⼀般住宅、学校、病院や追加対策を講じた屋内退避
施設等への避難における被ばく低減効果を評価

鉄筋コンクリート住宅の外部
被ばくの低減効果の評価例
（クラウドシャインを対象）
窓付近では効果が半減するの
で距離を取る必要がある

（原⼦⼒規制庁、内閣府からの受託事業で実施中）

陽圧化、気密性向上、
遮蔽材追加などの対策



まとめ
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東⽇本⼤震災による福島第⼀原⼦⼒発電所
の事故に対して、事故直後から指定公共機
関及び機構の業務として対応してきた

福島第⼀原⼦⼒発電所の事故対応の経験、
技術及び研究成果を廃炉、原⼦⼒防災及び
安全研究に応⽤していく



研究・技術開発の成果の情報発信

19https://emdb.jaea.go.jp/emdb/ https://fukushima.jaea.go.jp/QA/

【参考】

整備中

公開中 公開中

最新データの反映

関連データ
へのリンク


